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 はじめに
２０１０年の「国勢調査」（総務省）によって，完
全失業率の上位県・下位県をみると，失業率の低
い上位１０県は島根，滋賀，三重，愛知，宮崎，福
井，広島，石川，長野，新潟，下位１０県は沖縄，
青森，大阪，福岡，宮城，高知，徳島，奈良，愛
媛，岡山となっており，顔ぶれは１９８０年以降の上
位県・下位県とほぼ同じである。
このように高失業率地域と低失業率地域がほぼ
固定化していることは，既に水野（１９９２）によっ
て指摘されている。この原因について水野（１９９２）
は，１９７０年，１９７５年の都道府県別のクロスセクショ
ンデータを使用して，地域の労働力の年齢構成や
就業者の業種別割合でみた産業構造，労働需給の
アンバランスの程度といった地域の構造的要因が
影響していることを実証的に明らかにした。勇上
（２００４）では，都道府県別失業率をさらに性別，
年齢階層別，学歴別に細分化した失業率を被説明
変数とし，説明変数としては都道府県別ダミー，
女性ダミー，学歴ダミー，産業別就業者構成比率
を採用して，これら全ての説明変数を使って推計
した場合と，いずれか一つの説明変数を除外して
推計した場合の説明力を比較するという方法で，
どの要因が地域ごとの失業率に影響を与えるのか
ということを検証した。この結果，性・年齢といっ
た人口属性による説明力が約４０％～４５％，学歴が
約１５％前後，産業構造が約５～８％，地域属性（都
道府県ダミー）による説明力は４％前後となり，
地域別失業率を決定しているのは人口属性である
ことを報告している１）。また，岩本（２００４）では
市町村別失業率に焦点を当て，１９９０年，１９９５
年，２０００年の失業率のグラフによる観察を行い，
人口規模の小さな都市で失業率が低い一方で人口
規模が大きな都市で失業率が高く，このパターン
が時系列的にも安定しており，この背景としては，
人口の年齢構成や産業構造との関係があると指摘
した。
地域別の分析をする際に問題となるのが地域区
分である。都道府県や市町村といった行政区分は，
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現実の経済活動の地理的範囲と乖離している可能
性がある。このため，日常的な経済活動のつなが
りや雇用面の関連性を考慮した地域区分を採用す
ることが望ましいと指摘されることがある。周・
大竹（２００６）では，金本・徳岡（２００２）で定義さ
れる都市雇用圏を地域区分に採用して地域別失業
率の決定要因を分析した。具体的には，都市雇用
圏での完全失業率を被説明変数として，説明変数
に１５歳～６４歳労働人口，若年労働人口の割合，高
年齢労働人口の割合，女性労働人口の割合，サー
ビス業労働者の雇用人口割合，労働参加率，都市
雇用圏の範囲拡大ダミー，大都市雇用圏ダミーを
採用して１９８０年，１９９０年，２０００年のデータを利用
してパネル分析を行った。ハウスマン検定によっ
て採用された Fixed Effect Modelによる検証結
果によると，若年労働人口割合，高齢者労働人口
割合，サービス従業者割合，大都市雇用圏範囲の
拡大ダミーが有意な影響を与えているという結果
を得ており，地域区分として都市雇用圏を使用し
た場合でも，年齢構成や産業構造といった構造的
な要因が地域の失業率に影響を与えていることを
明らかにした。
これまでの地域別失業率の実証分析での対象期
間は２０００年以前である。しかし，asako，onodera
and ueda（２０１３）は，２０００年以降の地方の景気
循環は１９９０年代までの循環に比べて構造的な変化
が生じていることを，独自に作成した都道府県別
景気一致 CIを使用したパネル分析によって実証
的に明らかにしている。すなわち，内閣府の発表
によると，２００２年を底にしてわが国の景気は景気
拡張期に入っていたが，景気が回復しているのは
一部の都府県に限られ，多くの地方県では景気が
低調に推移していたのである。都道府県別失業率
が，地域独自の構造的な要因の他に景気循環的な
要因に影響されていることも考えられる。さら
に，２０００年以降では，これまで地域の失業率に影
響を与えてきた構造的な要因の有意性についても
変化が生じている可能性もあろう。
また，徳島県は失業率の高いグループに属する
が，どの要因がどの程度，他県に比べて失業率を
高めているのかということについて先行研究から
は明確にならない。地域の雇用政策の観点からは，
こうした地域の個別の情報も必要である。
そこで本稿では，１９９０年から２０１０年までの「国
勢調査」（総務省）を分析対象として，地域の構
造的要因に景気循環要因も加えて地域別失業率の
決定要因を分析することとする。加えて，分析結
果に基づいて，本県と完全失業率の低い上位県と
の間でどのような要因がどの程度影響しているの
かということについても明らかにしたい。
本稿の構成は以下の通り。２節で分析に使用す
るデータを概観する。続く３節で実証分析方法及
び分析結果について説明し，最後に結論と今後の
課題について言及したい。
 データ
１ データ
本稿では，１９９０年，１９９５年，２０００年，２００５年，
２０１０年の５年間の「国勢調査」（総務省）を使用
する２）。ここでは，使用するデータを簡単に説明
し，分析期間についてデータを概観することとす
る。
まず，分析の対象となる完全失業率の推移を見
てみよう。図表１は，１９９０年から２０１０年までの「国
勢調査」（総務省）が実施された５年ごとの推移
を示したものである。
図表１ 完全失業率の推移
１９９０年の完全失業率は，景気拡張期というマク
ロ経済環境等を反映して３．０％と低い水準であっ
たが，その後経済の低成長等を背景に上昇傾向で
牧田修治
― ２ ― RIMIS SU，No．１９，２０１３
推移し，２０１０年には６．４％の水準まで上昇した３）。
次に，４７都道府県の完全失業率に基づいた記述
統計量が図表２に示されている。男女ともに完全
失業率が傾向的に上昇していることがわかる。な
お，最大値と最小値との差に傾向的な動きは特段
見受けられない４）。
図表２ ４７都道府県の記述統計量
（単位：％）
１９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年
平均値 ３．０ ４．０ ４．５ ５．９ ６．５
男性 ３．４ ４．４ ４．９ ６．８ ７．７
女性 ２．４ ３．４ ３．９ ４．８ ４．９
最大値 ７．７ １０．３ ９．４ １１．９ １１．０
男性 ８．８ １１．３ １０．３ １３．７ １３．１
女性 ６．１ ８．６ ８．１ ９．３ ８．２
最小値 １．７ ２．４ ３．０ ４．２ ４．６
男性 ２．０ ２．７ ３．２ ４．９ ５．６
女性 １．３ １．９ ２．６ ３．３ ３．２
標準偏差 １．０２ １．２４ １．０５ １．３６ １．１５
男性 １．１８ １．３５ １．１４ １．５８ １．４１
女性 ０．８２ １．１１ ０．９３ １．０９ ０．８８
（注）記述統計量は，４７都道府県失業率に基づいて算
出されている。
完全失業率を説明する要因として，人口の年齢
構成要因，産業構造要因とともに，景気循環要因
も併せて検証することとする。具体的な説明変数
として，水野（１９９２），岩本（２００４），周・大竹（２００６）
を参考に，男女別若年労働人口割合及び男女別高
齢者労働人口割合，就業者全体に対する製造業就
業者割合，建設業就業者割合，卸売・小売・飲食
店就業者割合を採用する。また，景気循環に関す
る要因としては名目県内総生産成長率を採用しよ
う。各変数の１９９０年から２０１０年までの５年ごとの
４７都道府県の平均値，最大値，最小値，標準偏差
及び定義式は図表３の通りである。
２ 完全失業率と各変数との相関関係
次に，男女別の完全失業率と各変数との相関係
数をみてみよう。まず男性の完全失業率と各変数
との相関係数をみると，若年労働力人口割合
（YOUNGm）は１９９０年を除いて正の相関であり，
高齢者労働人口割合（OLDm）は２０１０年を除いて
負の相関となっている。人口の年齢構成要因を代
理する変数とは時間を通じて安定的な関係に乏し
いと思われる。一方，産業構造要因を代理する変
数では，製造業就業者割合（MANUF）との間に
比較的に高い負の相関が見られる一方で，卸売・
小売・飲食店就業者割合（TRADE）とも比較的
高い正の相関が見られる。ただ，建設業就業者割
合（CONS）との相関係数は特段高い水準とは言
えない。名目県内総生産成長率（NGDP）とは負
の関係が認められるものの相関係数の水準自体は
高くはない。
次に女性の完全失業率との関係を見ると，若年
労働人口割合（YOUNGfm）とは正の，高齢者労
働人口割合（OLDfm）とは負の関係が分析期間
を通じて見られる。産業構造要因を代理する変数
及び名目県内総生産成長率（NGDP）との関係に
ついては男性の場合とほぼ同様である。
 実証分析
１ 実証分析方法
都道府県別失業率の決定要因を分析するため
に，４７都道府県別失業率を被説明変数として，１９９０
年から２０１０年まで「国勢調査」が実施される５年
ごとに，以下のような定式化を行いクロスセク
ション回帰分析によって推計することとする。
Ui,j=c+a１×YOUNGi,j+a２×OLDi,j+a３×MANUFi+a４
×CONSi+a５×TRADEi＋a６×NGDPi+ei
ただし，i＝１，２，・・・，４７
j＝m，fm（m：男性，fm：女性）
U：完全失業率
YOUNG：若年労働人口割合
OLD：高齢者労働人口割合
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図表３ 各変数の記述統計量
（単位：％）
１９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００５年 ２０１０年
YOUNGm
平 均 １０．９ １１．９ １０．２ ９．０ ７．８
最 大 値 １４．４ １４．１ １２．０ １０．９ ９．４
最 小 値 ７．８ ９．７ ９．１ ７．９ ６．５
標準偏差 １．６ １．０ ０．６ ０．６ ０．６
YOUNGfm
平 均 １５．５ １５．７ １３．１ １１．４ ９．８
最 大 値 ２１．４ ２０．３ １５．８ １３．４ １１．６
最 小 値 １１．０ １１．８ １０．９ ９．１ ７．７
標準偏差 ２．８ ２．４ １．４ １．１ １．０
OLDm
平 均 １８．０ １８．２ １８．５ ２２．６ ２４．６
最 大 値 ２２．１ ２０．９ ２０．４ ２５．１ ２８．２
最 小 値 １３．８ １４．８ １３．２ １５．７ ２０．２
標準偏差 ２．０ １．３ １．２ １．５ １．９
OLDfm
平 均 １５．３ １５．８ １６．５ １９．７ ２１．５
最 大 値 １９．７ １９．２ １９．１ ２２．９ ２４．５
最 小 値 １０．５ １２．０ １１．３ １２．９ １６．８
標準偏差 ２．３ １．８ １．４ １．６ １．７
MANUF
平 均 ２３．０ ２０．８ １９．３ １７．３ １６．６
最 大 値 ３４．５ ３２．０ ３０．３ ２７．０ ２６．５
最 小 値 ６．３ ５．８ ５．３ ４．９ ４．８
標準偏差 ６．６ ５．９ ５．６ ５．３ ５．０
CONS
平 均 ９．７ １０．７ １０．７ ９．４ ８．０
最 大 値 １３．４ １３．５ １３．４ １１．３ １０．３
最 小 値 ７．３ ８．０ ７．７ ６．８ ５．４
標準偏差 １．１ １．２ １．４ １．２ １．１
TRADE
平 均 ２１．２ ２１．７ ２１．７ ２２．７ ２２．０
最 大 値 ２６．３ ２６．５ ２６．２ ２５．９ ２４．６
最 小 値 １７．９ １８．７ １８．８ ２０．１ １９．７
標準偏差 ２．２ ２．０ １．８ １．５ １．１
NGDP
平 均 ７．３ １．６ １．５ －０．４ １．６
最 大 値 １１．８ ５．０ ５．２ ３．２ ６．７
最 小 値 ３．９ －０．５ －２．９ －４．０ －３．９
標準偏差 １．７ １．３ １．６ ２．０ ２．０
（注）１．各変数の定義は次の通り。
YOUNGm：男性の若年層比率＝（１５歳～２４歳の男性労働力人口）／（１５歳～６４歳の男性労働力人口）×１００
YOUNGfm：女性の若年層比率＝（１５歳～２４歳の女性労働力人口）／（１５歳～６４歳の女性労働力人口）×１００
OLDm：男性の高齢者層比率＝（５４歳～６４歳の男性労働力人口）／（１５歳～６４歳の男性労働力人口）×１００
OLDfm：女性の高齢者層比率＝（５４歳～６４歳の女性労働力人口）／（１５歳～６４歳の女性労働力人口）×１００
MANUF：製造業の就業者割合＝（製造業の就業者数／就業者総数）×１００
CONS：建設業の就業者割合＝（建設業の就業者数／就業者総数）×１００
TRADE：卸売・小売・飲食店の就業者割合＝（卸売・小売・飲食店の就業者／就業者総数）×１００
NGDP：名目県内総生産の前年度比
２．２００２年３月に日本標準産業分類が改定されたことから（第１１回改定），２００５年および２０１０年の卸売・小
売・飲食店の就業者割合（TRADE）は，大分類の「卸売，小売業」と「宿泊業，飲食サービス業」の
合計を使用している。
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MANUF：製造業就業者割合
CONS：建設業就業者割合
TRADE：卸売・小売・飲食店就業者割合
NGDP：名目県内総生産成長率
予想される符号は，若年労働人口 割 合
（YOUNG）及び高齢者労働人口割合（OLD）に
ついては正となると考えられる。若年層及び高齢
者層の完全失業率は高いことが知られている。労
働人口の年齢構成でこれらの年齢層の割合が高い
と，全体としても高い失業率になることが考えら
れるからである５）。
産業構造要因の代理変数については先験的には
明らかでない６）。ただ，周・大竹（２００６）ではサー
ビス従業者割合を採用し有意に負となったことの
解釈として，この産業では転職率が高いため等と
している。この解釈を援用すれば卸売・小売・飲
食店就業者割合（TRADE）の符号は負が期待さ
れる。
景気循環要因は景気拡張期では完全失業率が低
下し逆は逆の関係が予想されるので，名目県内総
生産成長率（NGDP）の符号は負が予想される。
２ 分析結果
若年労働力人口割合（YOUNG）と高齢者労働
力人口割合（OLD）の両者は，男女とも相関が
高いことから，両者を同時に説明変数として採用
すると多重共線性の問題が生じる可能性がある７）。
このため，高齢者層比率（OLD）を除外して推
計するとともに，産業構造要因に関する説明変数
については，t検定及び F検定によって有意性が
認められない変数は除外し，過剰定式化の問題を
回避することとした。図表５に男性の推計結果が
示されている。
各年欄の左側が全ての説明変数を使用した場合
の推計結果であり，右側が最終的に採用された説
明変数による推計結果である。推計期間で統計的
に有意な説明変数となったのは製造業就業者割合
（MANUF）のみで，全ての年について１％有意
水準で有意となった。若年労働力人口割合
（YOUNGm）は，符号は全ての年で正となった
ものの，１％有意水準で有意な結果となったのは
１９９５年のみで，この他の年については有意な結果
が得られなかった。名目県内総生産成長率
（NGDP）についても，統計的に有意となったの
は２０１０年のみであるが，符号は正と期待される符
図表４ 男女別完全失業率と各変数との相関係数
１９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
男性
YOUNGm －０．１１ ０．２９ ０．３４ ０．３８ ０．０７
OLDm －０．１５ －０．４５ －０．５３ －０．４７ ０．１０
MANUF －０．７３ －０．６０ －０．６２ －０．７０ －０．６３
CONS ０．４９ ０．２０ ０．１１ ０．２８ ０．２６
TRADE ０．４７ ０．５４ ０．５８ ０．５１ ０．３１
NGDP －０．３６ －０．０８ －０．１５ －０．２９ －０．０４
女性
YOUNGfm ０．３８ ０．５５ ０．５３ ０．４５ ０．３３
OLDfm －０．４２ －０．５７ －０．５７ －０．６０ －０．４１
MANUF －０．６３ －０．５０ －０．６０ －０．６６ －０．６１
CONS ０．３６ ０．０５ ０．０３ ０．１３ ０．０５
TRADE ０．６８ ０．６８ ０．６７ ０．６１ ０．４２
NGDP －０．１４ －０．１０ －０．１４ －０．２３ －０．１１
都道府県別失業率の決定要因
― ５ ―四国大学経営情報研究所年報 第１９号 ２０１３
号とは異なる結果となった。
次に女性の結果を見てみよう（図表６）。人口
構造要因の説明変数である若年労働力人口割合
（YOUNGfm）は，全ての推計年で１％有意水準
で有意であり，符号も正と期待された通りの結果
となった。産業構造要因でも，製造業就業者比率
（MANUF）が全ての年で少なくとも５％有意水
準で有意で，符号は負となった。名目県内総生産
成長率（NGDP）は有意な結果とはならなかった。
３ 完全失業率に対する説明変数の影響
次に，２０１０年の推計結果に基づいて，男女それ
ぞれの失業率について，本県と失業率の低い県と
の差について，どの要因がどの程度影響している
のかということを分析しよう。
図表７には，２０１０年の完全失業率上位５県と完
全失業率及び徳島県との差，その右に製造業就業
者割合（MANUF）及び徳島県との差が示されて
いる。そして，最右欄には，製造業就業者比率の
差がどの程度完全失業率に影響するのか，すなわ
ち完全失業率に対する寄与度が示されている。例
図表５ 推計結果（男性）
１９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
定数項
係数 １１．９４５ ５．２８３ １１．５８９ ０．２４７ １２．１４３ －０．６８６ １１．０９４ ０．７３４ ３．７６７ ７．７９２
標準誤差 ４．５８６ ０．８１９ ６．０２３ １．８１３ ５．０２０ ３．３９１ ６．６８７ ５．０１８ ６．２４９ ２．７９７
p値 （０．０１３）（０．０００）（０．０６２）（０．８９２）（０．０２０）（０．８４１）（０．１０５）（０．８８５）（０．５５０）（０．００８）
YOUNGm
係数 －０．２５９ ０．１９８ ０．０８９ ０．６３８ －０．３６１ ０．２４５ －０．１０６ ０．５１８ ０．４８６ ０．３７８
標準誤差 ０．１７９ ０．１２７ ０．３０７ ０．２２３ ０．２７２ ０．３３２ ０．３５９ ０．３５８ ０．３５０ ０．３８９
p値 （０．１５７）（０．１２８）（０．７７４）（０．００７）（０．１９２）（０．４６４）（０．７６９）（０．１５５）（０．１７３）（０．３３６）
OLDm
係数 －０．３２４ －０．４０６ －０．４７７ －０．３８８ －０．００６
標準誤差 ０．１３０ ０．１９２ ０．１５０ ０．１５４ ０．１３４
p値 （０．０１７） （０．０４１） （０．００３） （０．０１６） （０．９６７）
MANUF
係数 －０．０７９ －０．１３９ －０．１４７ －０．１７７ －０．０５２ －０．０９０ －０．１１２ －０．１５８ －０．１８０ －０．１９３
標準誤差 ０．０３１ ０．０３１ ０．０４１ ０．０４９ ０．０３１ ０．０３１ ０．０４８ ０．０５４ ０．０３８ ０．０４１
p値 （０．０１４）（０．０００）（０．００１）（０．００１）（０．１０３）（０．００５）（０．０２４）（０．００５）（０．０００）（０．０００）
CONS
係数 ０．０９５ ０．００４ ０．０１６ ０．１１０ ０．２６８
標準誤差 ０．１２９ ０．１４９ ０．１１２ ０．１６３ ０．２００
p値 （０．４６２） （０．９７８） （０．８８６） （０．５０６） （０．１８７）
TRADE
係数 ０．１０４ ０．０８７ ０．２８７ ０．２２６ ０．２７８ ０．１８２ ０．０４３
標準誤差 ０．０７９ ０．１１６ ０．０８７ ０．０７９ ０．１４８ ０．１７０ ０．１６４
p値 （０．１９４） （０．４５４） （０．００２）（０．００６）（０．０６８）（０．２９１）（０．７９７）
NGDP
係数 －０．１６８ －０．１１８ ０．１６８ ０．１５６ －０．０６０ －０．０４８ －０．１２６ －０．０６５ ０．１０６ ０．１０７
標準誤差 ０．０７７ ０．０９３ ０．１０９ ０．０９７ ０．０６９ ０．０４９ ０．０９７ ０．０９８ ０．０８４ ０．０６０
p値 （０．０３４）（０．２０９）（０．１３２）（０．１１５）（０．３８７）（０．３３５）（０．２０４）（０．５０８）（０．２１４）（０．０８３）
R＊R ０．６６５ ０．５９２ ０．６３６ ０．５９２ ０．６３４ ０．５４０ ０．６１８ ０．５５６ ０．４８０ ０．４４５
adj.R＊R ０．６１４ ０．５６４ ０．５８１ ０．５６４ ０．５７９ ０．４９７ ０．５６０ ０．５１４ ０．４０２ ０．４０７
S.E.R ０．７３２ ０．７７９ ０．８７４ ０．８９１ ０．７４１ ０．８１１ １．０４８ １．１０３ １．０８８ １．０８４
White Test（交差項あり） ３６．６０２ ４２．０６３ ３５．３０２ ３６．１１８ ２２．８７０
p値 （０．０００） （０．０００） （０．００１） （０．００１） （０．００７）
サンプル数 ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７
（注）各年の推計結果の右側の標準誤差と p値は，ホワイトの修正を行った。なお，ホワイトの修正については，
例えば松浦・マッケンジー（２０１２）の説明がわかりやすい。
牧田修治
― ６ ― RIMIS SU，No．１９，２０１３
図表６ 推計結果（女性）
１９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
定数項
係数 １．４２５ １．６４７ ４．４２０ ０．９１２ ３．０４２ －０．１７５ ５．４１０ －０．５６２ ７．０２８ １．２９８
標準誤差 ２．６９０ ０．４８０ ４．０４５ ０．５００ ３．５９８ １．３５８ ４．３６１ ２．９５３ ３．９３９ １．５６８
p値 （０．５９９）（０．００１）（０．２８１）（０．０７５）（０．４０３）（０．８９８）（０．２２２）（０．８５０）（０．０８２）（０．４１３）
YOUNGfm
係数 ０．１１９ ０．３１３ ０．１８０ ０．３１８ ０．１２２ ０．２５０ ０．０８１ ０．３３９ ０．１３０ ０．４０５
標準誤差 ０．０５９ ０．０７４ ０．１０６ ０．０５０ ０．１２２ ０．０７３ ０．１７０ ０．０８４ ０．１７７ ０．１０９
p値 （０．０４９）（０．０００）（０．０９６）（０．０００）（０．３２４）（０．００１）（０．６３６）（０．０００）（０．４６８）（０．００１）
OLDfm
係数 －０．０５６ －０．１８３ －０．１８３ －０．２３９ －０．２０９
標準誤差 ０．０６４ ０．１０２ ０．０８４ ０．０９１ ０．１０４
p値 （０．３８５） （０．０８１） （０．０３５） （０．０１２） （０．０５１）
MANUF
係数 －０．０６９ －０．１０６ －０．１１４ －０．１２６ －０．０６８ －０．０８５ －０．０７４ －０．０９９ －０．０９７ －０．１０６
標準誤差 ０．０１６ ０．０１８ ０．０２５ ０．０３５ ０．０２１ ０．０２９ ０．０２９ ０．０３８ ０．０２１ ０．０１９
p値 （０．０００）（０．０００）（０．０００）（０．００１）（０．００２）（０．００６）（０．０１４）（０．０１４）（０．０００）（０．０００）
CONS
係数 ０．０９０ ０．０２５ ０．０２１ －０．００７ ０．２１０ ０．１６８
標準誤差 ０．０８８ ０．１２０ ０．０９８ ０．１２７ ０．１１１ ０．１１４
p値 （０．３１２） （０．８３６） （０．８２８） （０．９５７） （０．０６６）（０．１５０）
TRADE
係数 ０．０５７ ０．０４５ ０．１５６ ０．１１５ ０．１９８ ０．１４０ ０．０４３
標準誤差 ０．０５４ ０．０８１ ０．０６８ ０．０６４ ０．０９８ ０．１１４ ０．０９９
p値 （０．２９７） （０．５７９） （０．０２６）（０．０７８）（０．０５１）（０．２２７）（０．６６８）
NGDP
係数 －０．０７８ －０．０３８ ０．１１１ ０．０８６ －０．０１０ －０．０２３ －０．０６８ －０．０７２ ０．０６０ ０．０３６
標準誤差 ０．０５０ ０．０５８ ０．０７９ ０．０６３ ０．０５０ ０．０３７ ０．０５９ ０．０５９ ０．０４８ ０．０３５
p値 （０．１３０）（０．５１６）（０．１６８）（０．１８０）（０．８４５）（０．５３１）（０．２５２）（０．２２５）（０．２１７）（０．３１０）
R＊R ０．７３６ ０．６９４ ０．７２８ ０．６９８ ０．７１３ ０．６６８ ０．６８２ ０．６１８ ０．５７４ ０．５３０
adj,R＊R ０．６９７ ０．６７２ ０．６８７ ０．６７７ ０．６７０ ０．６３６ ０．６３４ ０．５８２ ０．５１０ ０．４８５
S.E.R ０．４５４ ０．４７２ ０．６２０ ０．６２９ ０．５３５ ０．５６２ ０．６５８ ０．７０３ ０．６１５ ０．６３０
White Test（交差項あり） ３１．１７９ ３７．２０２ ３０．２２５ ３１．２７７ １９．２１４
p値 （０．０００） （０．０００） （０．００７） （０．００５） （０．１５７）
サンプル数 ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７ ４７
（注）各年の推計結果の右側の標準誤差と p値は，ホワイトの修正を行った。なお，ホワイトの修正については，
例えば松浦・マッケンジー（２０１２）の説明がわかりやすい。
図表７ 完全失業率に対する説明変数の寄与度（男性）
完全失業率 MANUF
（%）
徳島県との差
ポイント
（%）
徳島県との差
ポイント
寄与度
ポイント
島根県 ５．６ －３．８ １３．６ －１．７ ０．３
愛知県 ５．７ －３．７ ２４．５ ９．３ －１．８
滋賀県 ５．８ －３．６ ２６．５ １１．３ －２．２
三重県 ６．０ －３．４ ２３．８ ８．５ －１．７
広島県 ６．２ －３．２ １７．６ ２．４ －０．５
徳島県 ９．４ － １５．２ － －
都道府県別失業率の決定要因
― ７ ―四国大学経営情報研究所年報 第１９号 ２０１３
えば，２位の愛知県と徳島県の完全失業率の差は
３．７ポイントであるが，これは，製造業就業者比
率の９．３ポイントの差が１．８ポイント影響している
ということである。これによると，愛知県，滋賀
県，三重県といった徳島県に比べて製造業就業者
比率（MANUF）に高い県と本県との完全失業率
の差のおよそ半分程度はこの産業構造の違いに求
められる。
女性の場合が図表８である。女性の完全失業率
に影響を与えるのは年齢構成と産業構造要因であ
る。製造業就業者比率（MANUF）は，男性と同
様に同比率が高い富山県，三重県，福井県，長野
県では失業率の差の半分程度の寄与度を示してい
る。一方で，若年労働力人口割合（YOUNGfm）
については，本県と上位県との差がそもそも大き
く開いている訳ではない。したがって，その寄与
度も製造業就業者比率（MANUF）に比べて大き
いわけではないことがわかる。
Ⅳ 結論と今後の課題
本稿では，１９９０年から２０１０年までの期間で「国
勢調査」（総務省）を利用して，５年ごとに，都
道府県別失業率の決定要因についてクロスセク
ション分析を行った。この結果，分析期間を通し
て，男性では製造業就業者比率が，女性では若年
労働力人口割合，製造業就業者比率が決定要因と
して有意であることが明らかになった。一方で，
景気循環要因は分析期間を通して有意な結果とは
ならなかった。また，各説明変数の寄与度を算出
し影響度合いを分析した結果，製造業就業者比率
の影響が大きいことがわかった。完全失業率に対
する産業構造要因の重要性は先行研究でも指摘さ
れてきたところであるが，製造業の影響を指摘す
る研究は少なく，この点は本稿の新たな発見で
あった。
ただし，この結果の解釈は難しい。製造業では
離職率が低いことが地域の失業率を引き下げる方
向に働いている可能性はあり得ようが，確定的な
ことは現時点では言えない。今後の課題としたい。
また，地域の雇用政策策定の観点から，単に製造
業と言うだけではあまりに幅が広すぎて，本稿の
結論を具体的な政策策定に結び付けることは難し
いと思われる。さらに踏み込んで，製造業の何が
失業率を引き下げる原因となっているのか，ある
いは製造業をさらに中分類等で見ても同様の結果
が得られるのかなど，地域政策策定に一層繋がり
易い分析が望まれよう。この点についても併せて
今後の課題としたい。
また，分析手法についても，本稿では１９９０年か
ら２０１０年の５年ごとの各年についてクロスセク
ション分析を行ったが，サンプル数をより多く確
保する点，あるいは結果の頑健性を高めるという
点からも，今後，パネル分析を行うことが望まし
いと思われる。こうした分析手法についても今後
の課題としたい。
図表８ 完全失業率に対する説明変数の寄与度（女性）
完全失業率 MANUF YOUNGfm
（%）
徳島県との差
ポイント
（%）
徳島県との差
ポイント
寄与度
ポイント
徳島県との差
ポイント
寄与度
ポイント
８．５ －０．３ －０．１島根県 ３．２ －２．２ １３．６ －１．７ ０．２
８．３ －０．５ －０．２富山県 ３．７ －１．６ ２４．１ ８．９ －０．９
１０．２ １．４ ０．６三重県 ３．９ －１．５ ２３．８ ８．５ －０．９
福井県 ３．９ －１．４ ２１．７ ６．４ －０．７ ９．２ ０．４ ０．２
長野県 ４．０ －１．３ ２０．８ ５．５ －０．６ ８．６ －０．２ －０．１
徳島県 ５．４ － １５．２ － － ８．８ － －
牧田修治
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注
１）勇上（２００５）では，都道府県間失業率格差について，
勇上（２００４）と同様の推計式を使って，説明変数の都
道府県ダミーの推定係数の標準誤差をバラツキの尺度
として，１９９０年と２０００年の都道府県間失業率格差の要
因分析を行っている。この結果，年齢要因，性別要因，
学歴要因，産業要因のうち，両年ともに産業要因が最
も大きな要因であったと報告している。
２）水野（１９９２）によって指摘された４７都道府県別失業率
の固定性ないしは安定性について，２０１０年と過去１９９０
年から２００５年までの相関係数を算出したところ，１９９０
年代，２０００年代でも大きな変化はないと思われる。ち
なみに，２０１０年との相関係数は，男性が１９９０年０．８１，
１９９５年０．６９，２０００年０．７４，２００５年０．９１，女性が１９９０年
０．７９，１９９５年０．７４，２０００年０．８３，２００５年０．９３となった。
３）内閣府経済社会総合研究所によると，１９８６年１１月から
１９９３年１０月までが景気の第１１循環であり，この循環で
の景気の山は１９９１年２月であった。
４）ちなみに，１９９０年から２０１０年までの完全失業率の最大
値は，男女とも沖縄県である。最小値は，男性が１９９０
年長野県，１９９５年長野県，２０００年島根県，２００５年福井
県，２０１０年島根県，女性が１９９０年山形県，１９９５年島根
県，２０００年島根県，２００５年島根県，２０１０年島根県であ
る。
５）ただし，周・大竹（２００６）では，負の符号となったこ
とが報告されている。失業率が高い地域では若年失業
者は他の地域へ移ったり，高年齢失業者は引退したり
して，結果として若年労働人口や高年齢労働人口の比
率の低い地域ほど失業率が高いと言う現象に繋がった
可能性があるとの解釈を与えている。
６）水野（１９９２）では製造業と建設業を加えて加工部門と
し，この加工部門就業者比率は有意に正の符号を報告
している一方で，岩本（２００６）では人口規模が小さい
地域で失業率が低い原因として，小規模地域で建設業
就業者比率が高いことを挙げている。
７）両者の相関係数は，男性が１９９０年－０．８７，１９９５年－
０．８２，２０００年－０．７０，２００５年－０．７０，２０１０年－０．６１で，
女性が１９９０年－０．８５，１９９５年－０．８３，２０００年－０．６０，２００５
年－０．６５，２０１０年－０．８３であった。
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